
１． 問題意識

本稿においてわれわれは「連結」の観点から、情報サービス産業における生

産構造について考察を行い、そこでの生産構造形態が当該産業での労働生産性

へと及ぼす影響について検証する。

先にわれわれは谷花・野田（２０１１a）において「平成２０年情報通信産業連関表」

に準拠し情報通信産業を抽出したうえで、大平・栗山（１９９５）における議論を

参照し、その性質を情報の創造、情報の伝達、情報の加工および情報通信物財

の製造・配備へと四分類した。そして四分類に則り労働生産性の観点から情報

通信産業が我が国におけるマクロ経済へと及ぼす影響について検討した。そこ

では我が国における労働生産性成長および経済成長を牽引するものとして、情

報通信物財の製造・配備を担う産業、いわゆる情報通信機器製造産業が主導的
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役割を果たしている一方で、その他の情報の創造、情報の伝達、情報の加工を

担う産業、すなわち情報通信機器利用産業あるいは情報サービス産業の我が国

における労働生産性成長に対する積極的な寄与は認められないことが把握でき

た。

こうした労働生産性における情報通信機器製造産業と利用産業における経済

効果の差異は、まず情報通信機器製造産業では青木・安藤（２００２）で議論され

ているように、IBMシステム／３６０設計を嚆矢とするコンピュータ・ハードウェ

ア製造過程において、システム構成部分を要素・機能に分解するモジュール化

ならびに生産過程における技術革新が生産性上昇に寄与したと考えられている。

一方で、同じ情報通信産業に相当する情報通信機器利用産業ではBrooks（１９９５）

において議論されている「人月の神話」に代表されるように、モジュール化の

成功は当てはまらず、人海戦術による産業の成長がもたらされる、言い換えれ

ば生産性の成長が生じにくいというサービス業特有の構造を包含していると考

えられる。

言うまでもなく本稿が分析対象とする情報サービス産業は、情報化の進展と

それにともなうネットワークの拡大と歩調を合わせる形で成長を遂げてきた産

業である。この情報ネットワーク進展が経済構造へと与える影響を北村（２００３）

に依拠して考えるならば、情報化進展およびネットワーク化は「企業間関係を

より緊密化させ、時間とコストを最小限まで削減する手段として利用され」、そ

の一方で「固定的・安定的な企業間関係を解体させ、その時々の必要に応じて、

最適な企業間の組合せを目指す方向」への生産構造の移行を促すことになる。

この見解は、情報サービス産業における生産構造を分析対象とするわれわれに

とって示唆に富むものである。なぜならば、情報化進展によるネットワーク化

は系列化に見られるような企業間関係を強化し、そこでの取引関係を閉鎖的、

階層的なものへと変化させる一方で、競争条件の標準化を準備し企業関係を開

放的かつ水平的なものへと変える可能性を持つ、いわば生産構造の階層化と水

平化という二つの方向性を示すものとして考えることができる、と考えられる

からである。
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これら二つの方向性において、例えば野田（２００５）では情報ネットワーク化

が親企業の下請け企業に対する不断の「カイゼン」要求の媒体となり系列化の

連鎖を生み出す姿が浮き彫りとなっている。この野田（２００５）の見解は、先の

北村（２００３）に依拠した分類に照らし合わせると前者、すなわち情報化進展に

よる生産構造の階層化の強化を裏付けるものとして位置づけられよう。

他方、例えば情報サービス産業におけるオープンソース・ソフトウェア（以

下、OSS）を導入など、一種の技術標準に基づいた水平的企業間関係が存在感を

増しつつある。同時に OSS自体の開発スタイルについては Raymond（１９９８）以

来、企業組織の境界を超えたコミュニティによる開発スタイルが唱えられてき

た。そして情報サービス産業＝企業において OSSの導入がした開発が進むのと

併行して、OSSへの情報サービス産業の関与が増大している。

企業が OSSを導入する理由は新しい技術の採用とこれによる生産性の上昇で

あるが、その技術は OSSの場合は企業外の「組織」であるコミュニティにおい

て開発されている。そこで企業はこの外部資源である開発の成果を享受すると

ともに、この開発の過程にも関与し貢献することになる。これは取りも直さず

水平的な分業形態ならびに「連結」の過程に他ならない。そこで次章において、

われわれは情報化の進展がもたらす経済構造の変化を「連結」の観点から検討

し、情報サービス産業における生産構造へと及ぶ変化に対する視点を演繹する

こととしたい。

２． 経済における「連結」効果に対する考察

（１）経済性の変化に対する視点

本節において情報化の進展度に応じた経済性の変化についてあらためて検討

しておこう。

そもそも情報化の進展ならびに情報通信ネットワークによって生じる社会、

経済の構造変化は Kelly（１９９８）が指摘するように、情報通信機器および情報通

信技術を組み込んだ財が広く普及することにより拍車がかかったものと思われ
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る。すなわち Kelly（１９９８）は情報化が進展し各自がネットワークを通じて連結

されることにより、ネットワーク自体の価値が加速度的に高まりそのことによ

る相乗効果の発生を示唆している。これは我が国における「e−Japan戦略」２なら

びに「u−Japan政策」３を契機とした情報通信政策においても認識されているもの

であり、「情報通信インフラ整備・蓄積―ネットワークによる連結―新業態の登

場・ユビキタス化促進―社会・経済の構造変化」という一連の流れと整合的と

考えられる。また「e−Japan戦略」から「u−Japan政策」へと至る我が国におけ

る情報通信政策の含意と照らし合わせてみると、その重視する方向性が情報通

信基盤整備からその利活用さらにユビキタス・ネットワーク形成へと変化して

いることがうかがえる。つまり政策的観点からすれば、究極的には情報通信イ

ンフラ相互の「連結」による社会・経済構造の変革を目標とする態度がそこか

らうかがうことが可能であろう。

時点毎の政策的目標・課題を社会・経済あるいは産業構造を反映したものと

して位置づけるならば、われわれは情報化進展の影響に関して従来行われてき

た基盤蓄積からの方向性に加えて情報化進展に伴う「連結」の効果をも視野に

入れる必要があると考えられる。これに際して理論面では、たとえば大平（１９９４）

や宮澤（１９８６a，b，１９８８）などが考察を行っている「規模の経済性」から「連結

の経済性」へと至る経済性の変化を援用した考察が重要となろう。

まず大平（１９９４）は経済構造について、スケールメリットを追求する「規模

の経済性」が情報化の進展により「範囲の経済性」へと変化することを指摘し

ている。大平（１９９４）の指摘では、情報通信業も「規模の経済性」を追求する

産業である（あった）。なぜならば、とくに通信分野では電話回線ならびに通信

網の敷設や維持・管理といった固定費用に多大なコストがかかり、自然独占的

２ 「e−Japan戦略」は２００１年に公表された。そこでは当時の我が国におけるインターネット
普及水準が主要国最低レベルにあるとの見解が示され、情報通信基盤の充実が唱導され
ている。

３ 「e−Japan戦略�」、「e−Japan戦略加速化パッケージ�」および「IT政策パッケージ２００５」
などを経て２００６年に公表された。そこでは情報化の対象が情報通信機器だけでなく、家
電、医療品、食料品までもが ICタグやセンサーネットワークにより「連結」された継
ぎ目のないネットワークの形成が唱導されている。
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な性格が見られるからである。また自然独占下では、平均費用が低下し続ける

性格のために完全競争を想定した価格では安定的なサービスの供給が困難であ

る。このことが情報通信業の独占的サービス供給を行う上での理論的根拠を提

供していた（る）と考えられる。

しかしながら今日の状況からうかがえるように、情報通信分野での技術革新

は携帯電話、衛星通信など代替的な技術の登場をもたらし、通信分野の独占的

性格を薄めた。同時に、そのことに関連して独占事業者の占有物であった通信

網を開放させ、通信網は各事業者が各々の目的に応じて使用することのできる

インフラへと変化した。

こうした環境変化を背景として「規模の経済性」に代わり「範囲の経済性」

の重要性が浮上する。「範囲の経済性」とは宮澤（１９８８）によると、業際化ある

いは多角化の経済性として定義づけられる。この「範囲の経済性」を情報通信

業に当てはめて考えてみると、事業者は解放された通信網を用いることで、イ

ンターネットプロバイダー業務、Google、Yahoo！などの検索サービス、楽天や

Amazonをはじめとした電子商取引、Twitterや Facebookに代表されるソーシャ

ルネットワークビジネスあるいは従来のように電話による通話サービスを展開

するなど多種多様な情報サービスの選択肢に直面することとなる。つまり情報

通信業は、開放された通信網を用いて「何を提供するか」を迫られることにな

るのである。この「範囲の経済性」が支配的な経済構造の下ではスケールメリッ

トを活用した価格ではなく、供給する財・サービスの内容を問うものへと競争

が変化することになる。

「範囲の経済性」が構成される場合、青木・伊丹（１９８５）を援用するならばそ

こでは、������������������������と示される関係が成立することになる。

すなわち�������を��財のみを生産する際にかかるコスト、�������を��のみ生

産する際に必要なコスト、さらに��������を、��、��財双方を同時に生産する場

合に必要なコストと定義するならば、��、��財を別個に生産、言い換えれば分業

を行うよりも二財をまとめて生産を行った方が低コストであることを上の関係

は示している。こうした「範囲の経済性」が成立する条件として宮澤（１９８６a）
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は財・サービスを供給する上での転用可能な知識、ノウハウをはじめとした共

通生産要素の存在を指摘している。これを情報通信分野に当てはめてみるなら

ば、自由化、解放された通信インフラが「範囲の経済性」を形成する上での核

であることは明らかであろう。

しかしながら、本稿が分析対象としている「連結」を軸とした情報サービス

産業における生産構造を理解する上で「範囲の経済性」は不十分な視点である

と考えられる。すなわち宮澤（１９８６b）が指摘するように、情報化が高度に発展

した状況においては「範囲の経済性」に代わり「連結の経済性」に対する洞察

が必要になってくると考えられる。この「連結の経済性」とは単一の経済主体

ではなく、複数の経済主体が「連結」されることにより生み出される相乗効果

の経済性である。先に「範囲の経済性」について議論した際、その成立条件と

して共通生産要素の有無すなわち情報通信ネットワークの存在を指摘したが、

「連結の経済性」においてもそれは重要である。それにくわえて高度に情報化が

発展した経済においては、情報通信ネットワークにより各経済主体が相互に結

びつき、そのことによる相乗効果により新しい経済価値が創出されることも期

待されうるのである。

そこで宮澤（１９８６b）を参照し、「範囲の経済性」と「連結の経済性」との差

異を検討することにより、「連結の経済性」についての理解を深めるとしよう。

宮澤（１９８６b）における議論を総括すると「連結の経済性」と「範囲の経済性」

との相違は、�「範囲の経済性は」単一の経済主体のみを対象であるのに対し、

「連結の経済性」は情報、技術、知識の多重利用にともなう相乗効果を重視した

概念である。�「範囲の経済性」ならびに「連結の経済性」はともに共通生産

要素の存在がその核となっているが、「範囲の経済性」は投入要素の有効活用と

いった投入面に力点が置かれているのに対して、「連結の経済性」は情報、技術、

知識の多重利用による相乗効果の発生いわば産出面に視点をあてた概念である。

�「範囲の経済性」は各経済主体内部での共通生産要素に焦点をあてた概念で

あるが、「連結の経済性」は各経済主体における共通生産要素が結びつき共有資

源へと変化する点を重視した概念である。以上の三点に集約することが可能で
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ある。すなわち「連結の経済性」を他の「規模の経済性」ならびに「範囲の経

済性」と比較して異なったものにしているのは、各経済主体が連携しそれぞれ

のノウハウや知識をはじめとした無形資産が共有資産へと転化しそこでの相乗

効果を視野に入れている概念という点である。

情報化の進展はその効果の中に「連結の経済性」を視野に入れることを要求

するものと考えられる。たとえばWeb２．０を詳細に定義した O’Reily（２００５）は

ソフトウェアのデザインにおける環境の開放を唱導しているが、このことは「目

玉の数さえあれば、どんなバグも深刻でない」と主張した Raymond（１９９８）、あ

るいは集団の知恵を終結することが結果として、個々の専門家の判断よりも優

れた成果をもたらすということを多くの実例をあげながら示した Surowiecki

（２００４）などと根底でつながっているように考えられる。すなわちこれらの概念

は、集合知を利用するという点で共通しており、多様かつ独立して存在してい

る各自が結びつき相乗効果を生み出すという点で水平的分業あるいは「連結の

経済性」を示唆するものであると考えられるのである。

（２）「連結の経済性」と「伽藍とバザール」

先に検討したように宮澤（１９８６a，b，１９８８）における一連の議論は、情報化進

展に付随する「規模の経済性」から「連結の経済性」への転換ならびにその過

程について論じたものである。すなわち「規模の経済性」とは文字通りスケー

ルメリットを追求した戦略を説明する概念である。これに対して、「連結の経済

性」とは分散化とオープン化によるメリットを追求した戦略を示す概念である。

「連結の経済性」と分散化とオープン化との関連について、われわれは谷花・

野田（２０１１b）で議論した。そこでは Coase（１９３７）による取引コストの概念を

用いることで、情報化進展により企業規模が縮小し、同時に外部資源活用の余

地が生じるあるいは可能性が増大する点が明らかとなった。この取引コストを

考慮に入れた情報化進展の作用は、「連結」の効果を惹起するものに他ならない。

こうした「連結」の背景を企業戦略の関連から見た場合、国領（１９９５）は企

業経営形態に対する情報化の影響を情報の流れとモノの流れとの密接性の観点
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から捉え、「囲い込み型経営」から「オープン型経営」への変化を議論している。

この変化の背景には図１に表されているように、中核企業における大型コン

ピュータおよびデータセンターによる集中処理的情報処理から、パソコン普及

（情報化進展）を背景とした分散的情報処理への転換がある。

すなわち図１左方は集中処理的情報処理における企業間関係を示しており、

この形態では中核企業により情報処理（取引）形式が規定され、取引を希望す

る企業は中核企業の主導する取引形式を遵守する必要がある。したがって、経

営形態は「囲い込み型経営」となり企業間関係は階層的性格を帯びると考えら

れる。他方、図１右方は分散的情報処理形態を表している。ここでは各々がイ

ンターネットに代表される標準化および公開された情報処理プロトコルを用い

取引活動を行うことになる。この場合、情報処理（取引）形式を規定する中核

企業は存在しないため、経営形態は「オープン型経営」となり企業間関係は水

平的性格を持つと考えられる。

「規模の経済性」と「連結の経済性」あるいは企業間関係の階層化と水平化の

構図を情報サービス産業に当てはめるならば、図２で表される構造が見出され

ると考えられる。まず図２左方は「Water−fall」モデルに代表される上流工程か

図１ 情報化における集中化と分散化

（出所）国領（１９９５）、p．３３。
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ら、下流工程への階層的な開発の流れを表している。そこでは親企業が受注を

行い、その流れそのままに親企業の下に各ベンダーが下請けとして囲い込まれ

ることとなる４。すなわち図２左方の典型的な「Water−fall」モデルにおいては製

品仕様や製造プロトコルが親企業により規定され、下請けベンダーはそれに準

拠することで生産活動を行っている。言うまでもなく「Water−fall」モデルは、

国領（１９９５）における集中処理的情報処理に基づいた自前主義、階層的企業間

関係に相当するもの、あるいは北村（２００３）による「企業間関係をより緊密化」

させた生産構造と考えられる。

他方、先に議論したように情報化の進展は「連結の経済」形成の可能性を期

待させ得るものである。「連結の経済」とは単独企業ではなく、複数の企業が

「連結」され各々の技術やノウハウの利用、いわば外部資源との相乗効果に着目

したものである。この「連結」の背景には、国領（１９９５）が指摘する企業形態

のオープン化がある。

ところで Raymond（１９９８）はソフトウェア開発方式を「伽藍方式」と「バザー

４ 我が国における情報サービス産業、とくにソフトウェア産業では「Water−fall」モデルが
主流となっているが、その背景として野田（２００６）は我が国において市場を指向するパッ
ケージソフトウェアではなく受注ソフトウェアが製品の中心であったために、このこと
が同業者間での企業間関係を反映して階層的生産構造が形成されたとの指摘を行ってい
る。

図２ 階層構造とその緩和・解消
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ル方式」とに対比させ、開発過程が公開され開発参加者を限定しない OSSの開

発を「バザール方式」として定義付けているが、そこでは散在する開発者が情

報通信ネットワークで文字通り「連結」され付加価値を生み出すという点で、

OSS開発ならびにそれを用いたビジネスモデルは「連結の経済」の存在を示唆

するものであろう。

さらに OSSは「バザール方式」の定義にあるように公開された技術標準とし

て考えることも可能である。つまり OSSはソースコードが公開され、かつ改変

が自由であるために問題個所を修正しそれを顧客に提供することが可能である。

他の条件を一定としてこの公開されたソースコードを前提とすれば、ベンダー

間の差異ならびに生産構造の階層性は消滅することと考えられる。他方、顧客

にとってみればソースコードが自由に改変可能であるということは、必要最低

限のアップデート、バージョンアップを行うことが可能であるため、特定のベ

ンダーによるロックインを回避することも考えられうる５。

この影響を図２右方に照らし合わせて考察すると、OSSをはじめとした公開

された標準技術の活用は技術面での「囲い込み」を緩和、解消すると考えられ、

「Waterfall」モデルから水平的分業へと企業間関係の構造変化をもたらす、ある

いは取引関係のロックインを回避する可能性が浮上することになる。いわば北

村（２００３）に依拠すれば「固定的・安定的な企業間関係を解体」させる可能性

が生じてくるのである。

３． 分析におけるフレームワーク

（１）モデルの導出

先にわれわれは情報化進展に伴う経済構造の変化を「連結の経済性」の観点

から考察した。そこでは企業内外の知識やノウハウをはじめとした経済資源の

５ ただし、ベンダーであるいはユーザーにとってもOSS活用するには、ソースコードを解
読し問題個所を発見、修正できるだけの人的資本の質が必要となってくることは言うま
でもない。
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相乗効果が重視されており、OSSを活用したビジネスモデルはこの「連結」に

よる相乗効果を目指すものである。さらに「連結」による相乗効果は、企業間

関係を階層的構造から水平的構造へと変化させる可能性を示唆するものである。

そもそも「連結の経済性」とは経済構造あるいはビジネスモデルを表す定性

的な概念である。したがってノウハウや技術をはじめとした不可視的な影響を

補足するためには、可視的または計測可能な変数を選択、代用するといった間

接的な手法をとることになる。たとえば Romer（１９８６）は資本投入を技術の代

理変数として位置づけており、また情報化の生産性に及ぼす影響を検討する点

で、西村・峰滝（２００４）はわれわれの問題意識を先行するものであるが、ここ

では SEの存在をノウハウといった無形資本蓄積の代理変数として位置づけてい

る。さらに、総務省（２００７）は経済主体間の連結効果の有無を示す変数として

IT資本投入を当てている。したがって先に述べたように、われわれの議論にお

いて「連結」が重要な位置を占めているが「連結」の経済効果検証に関して、

これら先行研究と同様に演繹的な形となることを断わっておく。

実証モデル構築にあたりわれわれは Barro（１９９８）で提示されている Spillover

モデルに依拠し、「個別経済主体の行動による相乗効果」の観点から「連結の経

済性」に対する分析フレームワークを導出し検討を行う。

まず情報サービス産業における個別事業所�の生産関数を（１）に示す。

�������
��
�

�
�
����

�
�
	
����

���������
����

��

� …（１）

（１）式を吟味してみよう。まず個別事業所�における実質付加価値��は所与

の技術水準�のもとで、当該事業所における実質情報通信資本投入���、実質非

情報通信資本投入��、および SE、プログラマー、研究員など開発活動に従事す

る労働投入�����、それ以外の労働投入�	
����をはじめとした事業所自身の内部資

源から形成される。

他方、（１）式において個別事業所の実質付加価値は、他事業所いわば外部資

源からも影響を受けることを想定している。これを情報化の観点から考慮する
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ならば、他事業所における実質情報通信資本投入 IT は情報通信ネットワークに

よる「連結」を通じ、個別事業所の動向に影響を及ぼす可能性がある。同様に

他事業所で開発に従事する労働投入���は、たとえば OSSを例にとってみると、

コミュニティにおける人的交流で形成されたアイデアが個別事業所の実質付加

価値に作用するものと考えられるのである。このように（１）式は、「連結の経

済性」を考慮したものであり、個別事業所における実質付加価値が事業者間相

互の相乗効果によって生じることが示されているのである。

先の（１）式における個別事業所�での実質情報通信資本投入���と実質非情

報通信資本投入��を組み合わせたものを個別事業所�における実質総資本投入

������、また開発活動に従事する労働投入とそれ以外の労働投入とを足し合わせた

ものを総労働投入������とすると、（１）式は（２）式へと書き換えることが可能

である。

	��
������
�
�
�����

�����
����

��

� …（２）

さらに（２）式は（３）式へと変換可能である。

	��

������

������
� �������� ��

����
� �� ���

����
� ��������� …（３）

以上において個別事業所に関しモデルの展開を行ってきたが、われわれの分

析対象は個別事業所の集合、いわば情報サービス産業である。したがって分析

モデルを個別事業所から産業を視野に入れるものへと転換する必要がある。そ

こで市場が均衡状態にあると仮定すると、各個別事業所での投入要素の配分比

率は同一のものとなる。したがって個別事業所 i とそれ以外の事業所の間には

（４）式の関係が成立すると考えられる。

������

������
�
����

����
…（４）
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（４）式の関係を考慮すると、（３）式は情報サービス産業全体を視野に入れ

た（５）式へと転換可能である。

���
����

����
� �� �	

����
� � ��	

����
� ������������� …（５）

さらに（５）式は（６）式へと変換可能である。

����
���

�
�
���

�����
�	��

�	

� …（６）

ここで（６）式の対数をとり若干の操作を加えると、情報サービス産業にお

ける労働生産性を決定する（７）式を得ることができる。

���
�

����
� ���
����
 ����

����
� ����
�	���
��	 …（７）

（７）式において、情報サービス産業における労働生産性（������）は所与の技

術水準 Aの下で実質総資本投入と総労働投入との比である資本装備率（���������）

いわば内部資源、および実質情報通信資本ならびに情報通信業務従事者に起因

する外部資源の連結によりもたらされることになる６。

「連結の経済性」の観点からすれば、実質情報通信資本ならびに開発者それぞ

れの係数値 μ、ν の値が正であれば、これらが「連結」による相乗効果の発信部

分あるいは導入部分となりその効果が労働生産性へと及ぶと考えられる。

（２） ビジネスモデルとの関係

先に展開したモデルについてさらに検討を加えておこう。技術水準 A、なら

びに全要素生産性（TFP＝Total Factor Productivity）は（８）式で定義されうる。

６ 辻村（１９８１）では、私的ストックと公的インフラが結合し労働生産性を決定するモデル
が提示されている。

情報サービス産業における生産構造 １０５



��
�

����
�����

�����

���������������������������

��	
��������
���� …（８）

労働生産性そして付加価値は、資本投入や労働投入などの可視的要因の他に

生産技術、政治体制や経済システムさらには本稿で議論する「連結」による相

乗効果をはじめとした無形資本およびビジネスモデルなどにも左右される。す

なわち、TFPとは付加価値あるいは労働生産性に対する可視的な投入要因を除

いた効果を表すものと位置付けられる。

さらに（８）式ではこれら不可視的要因�がその影響度��を通して TFPの一構

成要素になることが表されている。例えば（７）式は不可視的要因を情報化に

よる「連結」の相乗効果に特定化したものである。これを（８）式の関係に当

てはめてみると、（９）式を得ることができる。

��
���������	������	

��	
����������	������	

���
�

����
� ���� ����

����
� ����

���� …（９）

この（９）式に簡単な操作を加えると労働生産性を決定する（１０）式を得る。

��
�

����
� ��������� ����

����
� ����

���� …（１０）

先に述べたように、（１０）式右辺第三項は様々な要因の寄与を示すものである。

本稿では情報サービス産業における生産構造を検討するものである。したがっ

て、ここには生産構造を反映した変数の代入が可能かつ必要と考えられる。

例えば青木（２００６）は、「社内使用研究費」に対する「社外使用研究費」の比
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率が高いほど研究活動のオープン的性格が高いと定義している。われわれは先

に「連結の経済性」に基づくモデルを展開したが、青木（２００６）に依拠すれば

（１１）式も想定可能であろう。

��
�
����
� ��������� ����

����
� ����	
����� …（１１）

（１１）式は資本装備率に加え「社内使用研究費」に対する「社外使用研究費」

の比率（Open R&D）が係数値 π の値が正である場合７、情報サービス産業にお

ける労働生産性へと寄与することを示している。

一方で Cusumano et al．（２００３）は我が国における情報サービス産業における

生産活動の源泉を、階層的生産構造いわば「Water−fall」モデルに求めている。

すなわち我が国情報サービス産業において、階層的構造を背景とした業務外注

化が有意義な作用をもたらしているとも考えられるのである。この外注化行動、

いわば階層的生産構造の労働生産性に対する効果を考慮した場合、（１２）式が想

定可能である。

��
�
����
� ��������� ����

����
� ��� 	��������

����
� � …（１２）

（１２）式では、情報サービス産業における労働生産性は資本装備率に加え、売

上高 Sale に占める外注費 Outsource の割合すなわち当該産業における外注化比

率にも作用されることとなる８。ここでの係数 �の値が正である場合、「Water−

fall」モデルに代表される階層的生産構造が当該産業の労働生産性に有意義な寄

与を与えることになる。

７ この場合、研究開発投資に正の外部性が作用し技術の波及効果が生じていることになる。
８ ただし西村・峰滝（２００４）は外注化比率を生産活動における水平的開放度の指標と位置
付けている。
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４． 使用データおよびその検討

本章においてわれわれは、分析に用いるデータとそれらについて若干の検討

を行う。

V：実質付加価値

情報サービス産業とくにソフトウェア開発の現場では、人月を基準とする工

程計算が価格設定に反映される場面が多い。しかしながら佐藤（１９９６）が指摘

するように、経済学的分析では市場で濾過された価格をはじめとした数量評価

により、業績の客観性を確保する必要がある。そこで本稿において、われわれ

は情報サービス産業の業績指標として付加価値をあげる。周知のとおり、情報

サービス産業は情報通信技術の革新を背景に、新たなサービスが日夜登場して

いる。したがって、当該産業の浮沈は市場評価を得るだけの付加価値創造に左

右されるもの、とわれわれは考えている。

使用データに関して、われわれは経済産業省『特定サービス産業実態調査報

告書 情報サービス業編』（以下、『特サビ』）をもとに、「年間売上高」から「年

間営業費」を引き、さらに「給与支給総額」と「貸借料」を加えたものを付加

価値として定義した。そこで導出された付加価値を、われわれは日本銀行が公

表する企業向けサービス価格指数（情報サービス ２０００年基準）で実質化した。

����：総労働投入

『特サビ』における「情報サービス業務に従事する就業者数」項目の従業者数

に、厚生労働省「毎月勤労統計調査」が公表する情報サービス産業における総

労働時間をかけ、さらにそれを一年間の労働投入へと換算するため１２倍した値

をわれわれは総労働投入として定義した。

����：実質総資本投入

『特サビ』では資本ストックデータは存在しないため、それに準じるデータ構
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築の必要が生じる。そこでまず、われわれは『特サビ』における「年間営業用

有形固定資産取得額」をもとに総資本ストック額を推計９した。しかしながら、

設備に関して企業活動は取得のみでなくリースによっても行われ、資本ストッ

ク額のみでは総資本投入に関し過小評価となる可能性がある。したがって、わ

れわれは『特サビ』における「貸借料」を資本還元１０したものを、先に推計した

総資本ストックデータに加え総資本投入と定義した。なおこの総資本投入は日

本銀行が公表する企業物価指数（総平均 ２０００年基準）で実質化している。

IT：実質情報通信資本投入

情報通信資本に関して、『特サビ』は平成１１年版までは「年間営業用有形固定

資産取得額」あるいは「貸借料」の一部として計上されているものの、それ以

降の期間では平成２０年版まで公表されていない。したがってわれわれは実質方

法通信資本投入に関して、経済産業研究所「JIPデータベース２０１０」の実質情報

通信資本ストックデータを用いた。そのうえで実質情報通信資本投入を従業者

数に比例するものと仮定し、それぞれの従業者数で按分することで各事業所に

おける実質情報通信資本投入を算出した。

���：開発活動従事者

開発活動従事者に関しては『特サビ』で公表される従事者数を用いた。なお

分析にあたり、本稿では『特サビ』に依拠し開発活動従事者を SE、プログラマー

および研究員と三分割している。

Open R&D：イノベーションの開放度

イノベーションのオープン性については、まず総務省『科学技術研究調査報

告』が公表するソフトウェア・情報処理業における１１「社内使用研究費」と「社

９ 総資本ストック額推計については補論１を参照されたい。
１０ 資本還元については補論２を参照されたい。
１１ ２００１年より以前の時期においては、ソフトウェア業における数値を用いた。
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外使用研究費」を合わせたものを「使用研究費」と定義し、さらに「使用研究

費」に占める「社外使用研究費」の割合をイノベーションにおける開放度の指

標とした。

（Outsource/Sale）：外注化比率

外注化比率は譲歩サービス産業における「売上高」Sale にしめる Outsource

「外注費」の割合を外注化比率と定義した。「売上高」ならびに「外注費」はそ

れぞれ『特サビ』が公表する値を採用した。

５． 推計結果

（１）労働生産性の動向

本稿でわれわれは情報サービス産業に対する分析において、事業所の集合を

産業として把握しその動向について検討を加えることとした。

まず推計に先立ち、情報サービス産業における労働生産性の動向を観察して

おこう。われわれは『特サビ』における事業所の分類に準拠し、従業員規模す

なわち１～４人、５～９人、１０～２９人、３０～４９人、５０～９９人、１００～２９９人、３００

～４９９人および５００人以上の八区分で労働生産性の動向を観察することとした。

図３は情報サービス産業の労働生産性の水準ならびにその変化率の推移を従

業員規模ごとに示したものである。対象とした期間は２０００～２００８年である。まず

労働生産性変化率に関しては、各規模事業所がそれぞれの動きを見せており統

一的趨勢あるいは規模ごとの特色は見受けられない。

しかしながら労働生産性の水準自体に目を向けてみると、他事業所と比較し

て５００人以上の事業所における労働生産性の高さをうかがい知ることができる。

このことは、いわゆる最大手ベンダーの強力なサービス供給力を反映したもの

と考えられ、同一産業内あってもベンダー規模に準ずる形で存在している事業

者間格差をうかがわせるものとなっている。
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（２）労働生産性の決定要因

つづいてわれわれは情報サービス産業における労働生産性の決定要因、とく

に企業間関係の構造、すなわち「連結の経済性」に代表される水平性および

「Water−fall」モデルに顕著な階層性に焦点を当て分析を行った。これら分析にあ

たって、われわれはそれぞれ（７）、（１１）ならびに（１２）式をもとに、同一産

業内における事業者間の差異を考慮しパネル推計を行った。推計対象は先にあ

げた従業員規模に対応した八つの事業所区分であり、推計期間は２０００～２００８年で

ある。これら推計結果は表１に示されている。

まずすべてのモデルにおいて、資本装備率（Kall/Lall）の係数推計値は正の値

を示しており統計的にも有意である。したがって情報サービス産業における労

働生産性は、内部資源の投入および更新により上昇することがわかる。

つづいて第三列の per−capitaモデルは、一次同次性の是非あるいは相乗効果の

有無を示すものである。すべての事業所を対象とした場合、係数推計値は０．１０１

（１０％水準で有意）である。相乗効果の有無に関しては従業者数３０人以下の小規

図３ 情報サービス産業における労働生産性の動向
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模事業所を除外した場合、係数推計値は０．２４１（１％水準で有意）となる。この

ことは、業務規模が拡大するほど相乗効果の度合いは高まることを示唆してい

ると考えられる。

第四列は（７）式を基にした推計結果を示しており、先の相乗効果を情報化

に起因する「連結」により説明しようとするものである。まずすべての事業所

を対象とした場合、SEの係数推計値は正の値を示すものの、実質情報資本なら

びに研究員は負の値を示している。すなわち情報サービス産業全体を俯瞰する

と、情報化に起因する「連結」効果は確認されるものの、それは外部資源の選

択ならびに内部組織の調整を担う SEによるところが大であるといえる。また推

計対象の事業所を変化させると「連結」の効果は、３００人以上の事業所を除外し

た、つまり大手ベンダーを除外した場合において、「連結」効果の有無を示す係

数の統計的優位性は消滅する。さらに３０人以下の小規模事業所を除外した推計

において、SEの係数推計値は０．４７４（１％水準で有意）となり、SEによる「連

結」の効果が確認されることになる。こうした推計結果の傾向から、事業の規

模が大であるほど SEを経由した「連結」の効果が生じ、それが労働生産性へと

結びついていることが示唆されうる。

第五列は（１１）式を用い研究開発活動の開放度の観点から、「連結の経済性」

の動向を探るものである。ここでは（Open R&D）に関する係数推計値が正の値

であり、かつ統計的に有意である場合、研究開発活動の開放性が付加価値創出

に至ることとなる。しかしながら、表２を見る限りそれぞれの係数推計値で統

計的有意は確認されなかった。したがって我が国の情報サービス産業において、

支出配分からみた研究開発活動に正の外部性は発生していないと考えられる。

第六列は（１２）式を用い、外注化比率の動向が付加価値に及ぼす影響すなわ

ち「連結の経済性」に基づいた水平的分業ではなく、「Water−fall」モデルに代表

される階層的生産様式の影響を表すものである。まずすべての事業所を対象と

した場合、（Outsource/Sale）の係数推計値は０．１２８（１％水準で有意）となって

いる。したがって我が国の情報サービス産業は、生産様式を階層的に組織する

ことで労働生産性を高めていることが理解できる。つぎに３０人以下の小規模事
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表１ 我が国の情報サービス産業における労働生産性決定要因

事業所すべて対象
normal per−capita 連結効果 イノベーションの開放度 外注化比率

定数項 －４．０１１ －５．６５５ －３．７６８ －４．００１ －４．０２９
lｎ(Kall/Lall) ０．２５５（８．３３８）*** ０．３４６（７．１３１）*** ０．３５４（６．４６６）*** ０．２５２（９．８２３）*** ０．２５７（７．６２１）***

lｎ(Lall) － ０．１０１（１．６９１）* － － －
ln(IT) － － －０．２５０（３．２６３）*** － －
ln(SE) － － ０．４４９（２．６２９）** － －

ln(Programmer) － － －０．０８０（０．５６３） － －
ln(Researcher) － － －０．０９０（２．６０１）** － －
(Open R&D) － － － －０．１００（０．４４８） －

(Outsource/Sale) － － － － ０．１２８（２．６９３）***
事業所区分*年数 ７２ ７２ ７２ ７２ ７２

Hausman−test(p値） ０．００８ ０．００８ ０．０５４ ０．０３４ ０．２２３
固定効果、変量効果 固定 固定 固定 固定 変量

D.W. １．３５１ １．８７６ １．９６６ １．６６５ １．３３２
R２ ０．４９８ ０．８９０ ０．９８１ ０．９６３ ０．４８１

500人以上事業所除外
normal per−capita 連結効果 イノベーションの開放度 外注化比率

定数項 －４．０８１ －６．００８ －４．２１９ －４．０６１ －４．０１８
ln(Kall/Lall) ０．２５７（８．９２７）*** ０．３６９（７．４６１）*** ０．３８５（６．３１４）*** ０．２３０（６．８９６）*** ０．２４９（７．９１８）***

ln(Lall) － ０．１２６（１．９７０）** － － －
ln(IT) － － －０．２１７（２．４０３）** － －
ln(SE) － － ０．４４０（１．９２６）* － －

ln(Programmer) － － －０．０７９（０．４００） － －
ln(Researcher) － － －０．０５８（１．３３０） － －
(Open R&D) － － － －０．００４（０．０１０） －

(Outsource/Sale) － － － － －０．３２４（０．６１６）
事業所区分*年数 ６３ ６３ ６３ ６３ ６３

Hausman−test(p値） ０．９３１ ０．００４ ０．０１１ ０．３７９９ ０．５９７
固定効果、変量効果 変量 固定 固定 変量 変量

D.W. １．４１８ ２．０１３ １．９７７ １．１９３ １．３７８
R２ ０．５６３ ０．８９０ ０．８７５ ０．４６０ ０．５５９

300人以上事業所除外
normal per−capita 連結効果 イノベーションの開放度 外注化比率

定数項 －４．１０１ －６．７５１ －４．７１９ －４．１９５ －３．８８４
ln(Kall/Lall) ０．２５７（８．４２９）*** ０．４１２（７．７２０）*** ０．３７４（４．８３２）*** ０．２２８（６．４５４）*** ０．２３４（７．０４７）***

ln(Lall) － ０．１７５（２．５７２）** － － －
ln(IT) － － －０．１１８（０．８３３） － －
ln(SE) － － ０．１１１（０．３２７） － －

ln(Programmer) － － ０．１６５（０．５６２） － －
ln(Researcher) － － －０．０２１（０．３４１） － －
(Open R&D) － － － ０．０７６（０．１６１） －

(Outsource/Sale) － － － － －１．２６７（１．５４８）
事業所区分*年数 ５４ ５４ ５４ ５４ ５４

Hausman−test(p値） ０．９６２ ０．００７ ０．００４ １．０００ ０．７４３
固定効果、変量効果 変量 固定 固定 変量 変量

D.W. １．４４６ ２．２７４ ２．０８３ １．２２３ １．３７５
R２ ０．５７４ ０．８９７ ０．８５４ ０．４７８ ０．５８６

小規模事業所(30人以下)除外
normal per−capita 連結効果 イノベーションの開放度 外注化比率

定数項 －４．１５１ －８．１４７ －３．９４６ －４．２３２ －４．１６０
ln(Kall/Lall) ０．２０３（７．４７２）*** ０．３７５（６．５３９）*** ０．３０５（４．９０５）*** ０．１７５（５．３１２）*** ０．２８１（５．５８３）***

ln(Lall) － ０．２４１（３．５６５）*** － － －
ln(IT) － － －０．２５３（３．４７３）*** － －
ln(SE) － － ０．４７４（２．９２６）*** － －

ln(Programmer) － － －０．１１２（０．８３９） － －
ln(Researcher) － － －０．１５５（１．６６８） － －
(Open R&D) － － － －０．１２１（０．５４８） －

(Outsource/Sale) － － － － １．０１３（１．９４１）**
事業所区分*年数 ５４ ５４ ５４ ５４ ５４

Hausman−test(p値） ０．０８４ ０．５７５ ０．０００ ０．０９５ ０．１５３
固定効果、変量効果 固定 変量 固定 固定 変量

D.W. １．６２５ １．３８９ １．９８４ １．５７３ １．５１６
R２ ０．９６４ ０．４６３ ０．９８８ ０．９８０ ０．３７４

（注）（ ）内の値は t値を、＊＊＊は１％水準、＊＊は５％水準、＊は１０％水準で統計的有意であることを示す。
なお、推計においては分散不均一性ならびに系列相関を仮定している。
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業所を除外したものへと視点を移すと、係数推計値は１．０１３（５％水準で有意）

と高水準なものとなる。この結果を５００人あるいは３００人以上の事業所を対象と

した推計結果と照らし合わせてみると、我が国の情報サービス産業において生

産構造階層化の効果は５００人以上の最大手ベンダーへと集中していることをうか

がい知ることが可能であろう。

すなわち我が国における情報サービス産業では、最大手ベンダーを頂点とし

た強固な「Water−fall」に基づく生産様式が形成されており、これにより当該産

業全体の労働生産性の成長が生じていることが浮き彫りとなるのである。

６． 結論および若干の議論

本稿において、われわれは情報サービス産業における生産構造を労働生産性

の観点から検討を行った。

近年の情報サービス産業において、重要性を増しつつある OSS活用に代表さ

れる生産構造の変容はとくに下請け体質からの脱却、収益性の確保を目指す地

方あるいは中・小ベンダーにとって、いわゆる「銀の弾丸」として注目を集め

ている。この水平的企業間関係構築を目的とした作用を、われわれは「連結の

経済性」の概念に基づくものとして分析を行った。分析においてわれわれは対

象期間を２０００～２００８年とし、当該産業を従業員規模に応じ八区分し「連結」によ

る効果を考慮に入れることで、労働生産性の動向について検討した。

まず労働生産性の動向、とりわけその変化率については時系列的趨勢ならび

に事業所規模による傾向の面で注目すべき法則性は見出せなかった。しかしな

がら労働生産性の水準自体に注目すると、従業員５００人以上の最大手ベンダーに

おける高さが目を引き、当該産業内の労働生産性における事業者間格差が明ら

かとなった。

つづいてわれわれは「連結の経済性」を考慮に入れ、情報サービス産業にお

ける労働生産性決定要因について分析を行った。当該産業全体を対象にしたと

ころ、「連結の経済性」の存在は確認されるものの、SEを中心とした人的資本の
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存在に起因することが明らかとなった。情報サービス産業において「連結の経

済性」を有効化させるには、ハード面での情報化でなく、内部組織の調整や外

部とのインターフェースの整備などをはじめとしたソフト面での充実が不可欠

であると考えられる。

事業規模に関して「連結の経済性」の是非を確認したところ、事業規模が小

規模になるにしたがいその効果が縮小することが確認された。言い換えれば、

水平的分業の背景にある「連結」効果は大規模事業者、特に従業員５００人以上を

擁する最大手ベンダーにより享受されていることになる。

さらにわれわれにとって興味深いのは、生産構造階層化による効果である。

われわれは階層的企業間関係を情報サービス産業における「Water−fall」モデル

を反映するものとして把握した。そこで情報サービス産業全体を対象に分析を

行ったところ、業務外注化を代理変数とした「Water−fall」モデルは付加価値創

出にとって有意義な効果を示すことが明らかとなった。しかしながら事業規模

別に「Water−fall」モデルの効果を分析したところ、その効果は偏在しているこ

とが把握された。すなわち従業員数５００人以下の事業所を対象とした分析では、

業務外注化の効果は確認されなかった。他方、従業員規模３０人以下の小規模事

業所を除外した分析では、その有効性は拡大される形で把握された。つまりわ

れわれの分析では、「Water−fall」モデルによる付加価値創出に対する効果は最大

手ベンダーへと集中しており、それを頂点とした階層的構造が強固に形成され

ている状況が予想されうる。

われわれの分析結果を総括すると、事業規模が大、とくに最大手ベンダーを

中心とした生産構造が明らかとなる。これは「連結」に代表される水平的分業

もしくは「Water−fall」に典型的な垂直的統合であっても同様である。

下請け体質からの脱却は中・小ベンダーにとって中心的課題と目されつつあ

るが、「連結」に基づいたわれわれの分析からは労働生産性に積極的な効果を与

えるものではなかった。日本の情報サービス産業における企業間関係は、「Water

−fall」モデルに代表される上流工程から下流工程への開発の流れが典型的であり、

その流れが最大手ベンダーから中・小ベンダーへの委託‐受託の連鎖を再生産
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させていた。一方、企業組織の境界を超えたコミュニティによる OSS活用に顕

著である水平的生産構造は、中・小ベンダーが各々の技術や知識を結びつける

ことにより、この委託‐受託の連鎖を断ち切る。いわば階層的企業間関係が緩

和・解消へと向かうことにより、中・小ベンダーが下請け体質から脱却し直接

市場を獲得する「可能性」を示すものであった。

むろん我が国における中・小ベンダーの中でも野田（２００６）でも紹介されて

いるように、OSSに代表される「連結」効果により市場を拡大している例は存

在する。しかしながら、本分析結果が示すように OSSに代表される「連結」概

念を導入することにより、労働生産性を上昇させているのは最大手ベンダーで

あることが明らかとなった。

大手ベンダーによる Linuxの開発関与に見られるような OSSへの金銭的また

人的貢献は大きく、階層的企業間構造のみならず「連結」によっても労働生産

性上昇を享受しているのである。野田（２００８）は OSSの米国では広大な開発コ

ミュニティの開発力を背景にした米国の大手 ITベンダーから中小ベンチャー企

業までの OSSビジネスモデルの優位性について明らかにしているが、我が国で

は大手ベンダーのみの労働生産性の上昇となって表れていることが実証された。

そしてさらに大手ベンダーの労働生産性の源泉となっているのは、外部資源

の選択ならびに内部組織の調整を担う SEによるところが大であることも明らか

となった。そもそも「Water−fall」モデルを支えているのが大手ベンダーの SE

の設計能力・プロジェクトマネジメント能力であるが、企業の外部組織の資源

を活用する「連結」はその能力をさらに発揮させるものでもある。

本稿は我が国における情報サービス産業の生産構造を、階層性および水平性

の観点から分析したものである。本稿は当該産業における経営指南を目的とし

たものではないが、最大手を除くベンダーにとって外部資源との「連結」効果

はだけでは労働生産性の上昇につながらないことが示された。中・小ベンダー

にとって階層的企業間関係からなる下請け体制を脱却し、かつ労働生産性を上

昇させることは、単なる外部の技術や知識の獲得だけではいつまでも「可能性」

に止まらざるを得ないことが明らかとなった。
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補論１ 総資本ストック額の推計について

まずストック K と投資 I との関係は�式で表すことができる。

��������������� …�

すなわち t期のストック額は減価償却率 δ ほど剥落した t－１期のストックに

t期における投資額を加えたものとなることが①式に表されている。なお、減価

償却率は谷花・野田（２０１１a）を参照し３．６％とした。

つぎにストック額の時系列的推移を把握するためには、その起点となるストッ

ク額の算出が必要となる。これは�式から導出される。
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�式により起点となるストック額の把握が可能となるが、起点時の選択によ

り幾分かのバイアスが生じることになる。このバイアスは時系列的推移により

縮小するものと考えられるため、本稿では１９８５年からストック推計を行うこと

とした。また�式において�はストック成長率であるが、本稿では１９８５年から

２００８年に至るまでの期間における情報化投資額の平均変化率で代用した。
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補論２ 資本還元について

資本ストックを S、それがもたらす各期の「賃貸料」を R および利子率を r

とすると、各期の「賃貸料」と資本ストックの関係は�式で示される。
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�式において資本ストックは各期の「賃貸料」を利子率で割ったものとして

定義できるが、利子率については内閣府『年次経済財政報告』が公表する１０年

物国債流通利回りを代理変数としている。
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